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平成２３年度中山間地域等直接支払制度の実施状況について

平 成 ２ ４ 年 ６ 月

秋田県農山村振興課

（平成２３年度の実施状況）

１．実施市町村

（１）県内２５市町村のうち、平成２２年度からの第３期対策の基本方針の認定を受

けた２２市町村で取り組みが実施されています。

中山間地域等直接支払交付金の実施市町村

市町村実施状況

実施市町村数 実施(22) 未実施（3）

実施地域 通常（19） 通常+特認（2） 特認（1）

（通常、特認地域別）

市町村名 鹿角市 秋田市 潟上市 小坂町

大館市 にかほ市 大潟村

北秋田市 八郎潟町

上小阿仁村

能代市

藤里町

三種町

八峰町

男鹿市

五城目町

井川町

由利本荘市

大仙市

仙北市

美郷町

横手市

湯沢市

羽後町

東成瀬村
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２．協定締結面積等

（１）協定数

平成２３年度は６０３協定で取り組みが実施されました。このうち、集落協定は

５９７協定で、個別協定は６協定となっています。

新規協定の締結により、平成２２年度の５９６協定から７協定増加しています。

（２）協定締結面積

平成２３年度協定締結面積は１０,６００ｈａとなり、前年度から５６ｈａ増加し
ています。

※ 端数処理により一部計が合致しません。

協定数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 20年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 増減

集落協定 516 758 809 813 814 553 592 596 595 595 590 597 7

個別協定 31 39 39 38 38 9 9 9 9 8 6 6 0

合計 547 797 848 851 852 562 601 605 604 603 596 603 7

地目・基準別実施面積(ha)

地目 基準 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 増減 （率）

4,792 9,001 9,948 9,982 9,981 9,331 11,013 11,118 11,093 11,091 10,447 10,506 59 (0.5%)

急傾斜 1,762 2,372 2,494 2,486 2,485 2,495 2,463 2,475 2,474 2,473 2,206 2,306 100 (4.0%)

緩傾斜 3,017 6,612 7,434 7,476 7,476 6,822 8,536 8,629 8,605 8,604 8,224 8,183 △ 41 (△0.5%)

小区画・不整形 14 17 20 20 20 14 14 14 14 14 17 17 0 (0.0%)

49 65 85 85 85 71 82 84 83 83 40 38 △ 2 (△2.4%)

急傾斜 27 43 45 45 45 34 39 39 39 39 18 17 △ 1 (△2.5%)

緩傾斜 23 23 40 40 40 36 43 44 44 44 22 21 △ 1 (△2.3%)

47 75 78 78 78 49 42 42 42 42 39 39 0 (0.0%)

急傾斜 40 49 49 49 49 34 9 9 9 9 8 8 0 (0.0%)

緩傾斜 7 26 30 30 30 15 33 33 33 33 31 31 0 (0.0%)

43 43 43 43 43 76 43 43 43 43 17 17 0 (0.0%)

急傾斜 8 8 8 8 8 40 8 8 8 8 8 8 0 (0.0%)

緩傾斜 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 9 9 0 (0.0%)

4,931 9,183 10,154 10,188 10,187 9,526 11,180 11,286 11,261 11,259 10,544 10,600 56 (0.5%)

急傾斜 1,836 2,472 2,595 2,587 2,586 2,603 2,518 2,531 2,530 2,529 2,240 2,338 98 (3.9%)

緩傾斜 3,082 6,695 7,539 7,581 7,581 6,909 8,648 8,741 8,717 8,716 8,286 8,244 △ 42 (△0.5%)

小区画・不整形 14 17 20 20 20 14 14 14 14 14 17 17 0 (0.0%)

合計

田

畑

草地

採 草
放 牧

地
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（３）協定参加者、交付額等

全協定（集落協定及び個別協定）の協定参加者は１万３千人となり、県内の全協

定に支払われた交付金の総額は、１１億２千万円となりました。なお、１協定あた

りでは、参加者２２人、実施面積１７．６ｈａ、交付額１,８６３千円となり、１人
あたりの交付額は８３千円となっています。

※ 端数処理により一部計が合致しません。

協定数、参加者数、実施面積、交付金額

実施面積 交付額

(ha) (千円) 参加者数 面積(ha) 額(千円） 面積(ha) 額(千円）

集落協定 516 7,222 4,796 607,204 14.0 9.3 1,177 0.66 84

個別協定 31 31 135 13,644 1.0 4.4 440 4.35 440

１２年度計 547 7,253 4,931 620,848

集落協定 758 11,995 9,031 1,024,334 15.8 11.9 1,351 0.75 85

個別協定 39 39 152 15,926 1.0 3.9 408 3.90 408

１３年度計 797 12,034 9,183 1,040,260

集落協定 809 13,154 10,002 1,116,824 16.3 12.4 1,380 0.76 85

個別協定 39 39 152 15,926 1.0 3.9 408 3.90 408

１４年度計 848 13,193 10,154 1,132,750

集落協定 813 13,249 10,038 1,118,972 16.3 12.3 1,376 0.76 84

個別協定 38 38 151 15,632 1.0 4.0 411 3.96 411

１５年度計 851 13,287 10,188 1,134,604

集落協定 814 13,213 10,036 1,118,626 16.2 12.3 1,374 0.76 85

個別協定 38 38 151 15,632 1.0 4.0 411 3.96 411

１６年度計 852 13,251 10,187 1,134,258

集落協定 553 12,076 9,436 1,019,995 21.8 17.1 1,844 0.78 84

個別協定 9 9 91 5,682 1.0 10.1 631 10.06 631

１７年度計 562 12,085 9,526 1,025,676 21.5 17.0 1,825 0.79 85

集落協定 592 14,221 11,096 1,145,620 24.0 18.7 1,935 0.78 81

個別協定 9 9 84 3,581 1.0 9.3 398 9.29 398

１８年度計 601 14,230 11,180 1,149,201 23.7 18.6 1,912 0.79 81

集落協定 596 14,241 11,202 1,155,361 23.9 18.8 1,939 0.79 81

個別協定 9 9 84 3,581 1.0 9.3 398 9.29 398

１９年度計 605 14,250 11,286 1,158,942 23.6 18.7 1,916 0.79 81

集落協定 595 14,178 11,177 1,153,505 23.8 18.8 1,939 0.79 81

個別協定 9 9 84 3,581 1.0 9.3 398 9.29 398

２０年度計 604 14,187 11,261 1,157,086 23.5 18.6 1,916 0.79 82

集落協定 595 14,243 11,177 1,153,571 23.9 18.8 1,939 0.78 81

個別協定 8 8 82 3,181 1.0 10.2 398 10.22 398

２１年度計 603 14,251 11,259 1,156,752 23.6 18.7 1,918 0.79 81

集落協定 590 13,412 10,492 1,103,030 22.7 17.8 1,870 0.78 82

個別協定 6 6 52 2,835 1.0 8.6 473 8.60 473

２２年度計 596 13,418 10,544 1,105,865 22.5 17.7 1,855 0.79 82

集落協定 597 13,478 10,548 1,120,317 22.6 17.7 1,877 0.78 83

個別協定 6 6 52 2,835 1.0 8.6 473 8.60 473

２３年度計 603 13,484 10,600 1,123,152 22.4 17.6 1,863 0.79 83

１人あたり
区分 協定数 参加者数

１協定あたり
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（４）対象農用地における交付面積率等

対象農用地面積における交付面積率は県全体で９０％となっています。

地目別に、田で９２％、畑で１８％の交付率となっていて、畑の取組に対して、

田の取組が進んでいて、基準別には、緩傾斜での取組が多くなっています。

※ 端数処理により一部計が合致しません。

対象農用地面積(ha)、締結率

地目 基準
２２年度対象

農用地面積

２２年度

実施面積
（締結率）

２３年度対象

農用地面積

２３年度

実施面積
（締結率）

11,414 10,447 92% 11,480 10,506 92%

急傾斜 2,697 2,206 82% 2,802 2,306 82%

緩傾斜 8,696 8,224 95% 8,655 8,183 95%

小区画・不整形 21 17 82% 22 17 78%

211 40 19% 211 38 18%

急傾斜 140 18 13% 140 17 12%

緩傾斜 71 22 31% 71 21 29%

43 39 91% 43 39 91%

急傾斜 9 8 91% 9 8 91%

緩傾斜 34 31 91% 34 31 91%

43 17 40% 43 17 40%

急傾斜 8 8 100% 8 8 100%

緩傾斜 35 9 26% 35 9 26%

11,711 10,544 90% 11,777 10,600 90%

急傾斜 2,854 2,240 79% 2,959 2,338 79%

緩傾斜 8,836 8,286 94% 8,796 8,244 94%

小区画・不整形 21 17 82% 22 17 78%

田

畑

草地

採草放牧地

合計
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３．協定活動の動向

（１）面積規模別集落協定数

面積規模別にみると、協定数では、５ｈａ未満の協定が１８０（３１%）で最も多く

なっており、２０ha以下の協定が４４１協定で全体の７割以上（７４％）を占めてい

ますが、面積でみると２０ｈａより上の１５６協定（２６％）で全取組面積の７割（６

８％）を占めています。

（２）協定参加者数別集落協定数

協定参加者数別にみると、協定数では、２０人以下の３７０協定で全体の６３％

を占めていますが、参加者でみると、３１人以上からなる１１１協定（全協定数の

１９％）で、全参加者の半数（５０％）を占めています。

（３）集落協定の活動内容

全ての集落協定に定められている「農業生産活動として取り組むべき事項」には、

必須事項（農業生産活動等）と選択的必須事項（多面的機能を増進する活動）とが

あります。

必須事項は、更に「耕作放棄の防止等の活動」と「水路、農道等の管理活動」の

２種類に分けられ、そのうちの「耕作放棄の防止等の活動」として「農地の法面管

理」を行っている協定が４７３と最も多く、次に多いのが「賃借権設定・農作業の

委託」の２７５となっています。

面積規模別協定数・面積・割合

面積(ha) ～５ ～１０ ～２０ ～５０ ～１００ ～４００ ４０１～ 全体

23協定数 180 121 140 119 28 8 1 597

割合(%) 30.5% 20.5% 23.7% 20.2% 4.7% 1.4% 0.2% 101.2%

面積計ha 550 821 2,032 3,794 1,862 1,005 428 10,492

割合(%) 5.2% 7.8% 19.4% 36.2% 17.7% 9.6% 4.1% 100.0%

22協定数 178 115 141 120 27 8 1 590

割合(%) 30.1% 19.4% 23.8% 20.3% 4.6% 1.4% 0.2% 99.7%

参加者数規模別協定数・参加者数・割合

参加者数 ～５ ～１０ ～２０ ～３０ ～５０ ～１００ １０１～ 全体

23協定数 79 134 157 116 63 37 11 597

割合(%) 13.4% 22.7% 26.6% 19.7% 10.7% 6.3% 1.9% 100.0%

参加者小計 295 1,064 2,415 2,901 2,445 2,453 1,905 13,478

割合(%) 2.2% 7.9% 17.9% 21.5% 18.1% 18.2% 14.1% 100.0%

平均参加 3.7 7.9 15.4 25.0 38.8 66.3 173.2 22.6

者数
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また、「水路・農道等の管理活動」では、５９５の集落協定で「水路の管理」を、

５９４協定で「農道の管理」を行っています。

選択的必須事項（多面的機能を増進する活動）は、「国土保全機能を高める取組」、

「保健休養機能を高める取組」、「自然生態系の保全に資する取組」があります。

具体的な取組活動としては、「周辺林地の下草刈り」が全集落協定５９７のうち

４４７と最も多く、次に多いのが景観作物の作付けで２３７となっています。

1

7

8

9

13

86

275

473

5950 100 200 300 400 500

既耕作放棄地の復旧

柵、ネット等の設置

土地改良事業

既耕作放棄地の保全管理

その他

簡易な基盤整備

賃借権設定・農作業の委託

農地の法面管理

耕作放棄地の発生防止等の活動

6

594

595

0 200 400

その他の施設の管理

農道の管理

水路の管理

水路・農道等の管理活動
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１７年度からの第２期対策より、体制整備単価（１０割）による交付金の交付を

受けるためには、「農用地等保全マップの作成及び実践」が必須要件となっています。

２３年度は、４６９の集落協定でこの体制整備単価の適用を受ける活動に取り組

んでいて、「農地法面、水路、農道等の補修・改良が必要となる範囲又は位置」、「そ

の他将来にわたって適正に協定農用地を保全していくために必要となる事項に関す

る範囲」、「自己施工の箇所、整備内容、受益する農地の範囲及び面積」などの図面

等を作成し取組を実践しています。

体制整備単価（１０割）による交付を受けるためには、必須要件のほかに、更に

選択的必須要件として、Ａ～Ｃの要件の中から１つ選択して活動することになって

います。

Ａ要件を選択する場合には「協定農用地の拡大」、「機械・農作業の共同化」等、

の１０項目から２つ以上、Ｂ要件では「集落を基礎とした営農組織の育成」若しく

は「担い手集積化」の２項目のうち1つ、平成２２年度の第３期対策から新たに加わ

ったＣ要件は、「集団的かつ持続可能な体制整備」の１項目で協定参加農家が高齢化

等により営農できなくなった場合、その農地を引き受ける体制をあらかじめ取り決

めることとなっています。

２３年度においては、Ｃ要件に取り組んだ協定が最も多く、４５１となっていま

す。Ａ要件に取り組んだ２４協定のうち、「機械・農作業の共同化」が１５と最も多

く、次いで「協定農用地の拡大」が１０、「認定農業者の育成」が９、「農業生産条

件の強化」が６、「担い手への農地集積」が５となっています。Ｂ要件に取り組んだ

のは１協定で、「集落を基礎とした営農組織の育成」を選択しています。

1

1

1

1

1

3

3

2

7

14

15

25

237

447

0 100 200 300 400 500

棚田オーナー制度

市民農園等の開設・運営

土壌流亡に配慮した営農

合鴨・鯉の利用

拮抗作物の利用

輪作の徹底

緑肥作物の作付け

粗放的畜産

鳥類の餌場の確保

その他活動

魚類・昆虫類の保護

堆きゅう肥の施肥

景観作物の作付け

周辺林地の下草刈

多面的機能を増進する活動
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1

0

0 1

担い手集積化

集落を基礎とした

営農組織の育成

Ｂ要件の選択内容

451

1

24

0 100 200 300 400

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ａ～Ｃ要件の選択

1

1

2

2

3

6

5

9

10

15

0 5 10 15 20

多様な担い手の確保

新規就農者の確保

担い手への農作業委託

地場農産物等の加工・販売

高付加価値型農業の実践

農業生産条件の強化

担い手への農地集積

認定農業者の育成

協定農用地の拡大

機械・農作業の共同化

Ａ要件の選択内容
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（４）交付金の使途

個人配分が４８％、共同取組活動が５２％となっています。共同取組活動の内訳

は農道・水路の管理費が２４％、農地管理費が８％、積立等が５％、役員報酬が

５％等となっています。

（５）個別協定の概要

認定農業者等が引き受けている場合、その内訳は大半が田となっています。

農業協同組合が引き受けている場合は、草地及び採草放牧地となっていますが、１

協定当たりの面積は個人の場合に比較して大きいものとなっています。

個別協定の締結状況

認定農
業者等

農業生
産法人

任意組
織

農業協
同組合

第３セク
ター

その他

協定数 6 6 5 1
面積（ha） 52 16 35

実施市
町村

個別協
定

48%

48%

22%

24%

8%

8%

7%

5%

5%

5%

4%

4%

3%

3%

2%

2%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22

H23

交付金の使途

個人配分

道・水路管理費

農地管理費

積立等

役員報酬

その他

多面的機能増進活動費

共同利用機械購入等費

研修会等費

共同利用施設整備等費

鳥獣被害防止対策費

土地利用調整関係費

法人設立関係費
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平成２３年度市町村別協定数、協定面積、交付金額 （単位：人、ｈａ、千円）

鹿角市 10 201 112 23,503 0 0 0 112 23,503

小坂町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大館市 5 104 43 6,646 1 7 717 49 7,364

北秋田市 18 203 106 21,998 0 0 0 106 21,998

上小阿仁村 14 172 107 10,453 0 0 0 107 10,453

能代市 8 84 25 4,800 0 0 0 25 4,800

藤里町 5 39 22 2,852 1 2 156 24 3,008

三種町 31 367 294 26,249 0 0 0 294 26,249

八峰町 2 129 104 12,073 0 0 0 104 12,073

秋田市 3 53 23 1,440 0 0 0 23 1,440

男鹿市 9 40 47 9,825 1 1 192 48 10,017

潟上市 4 35 20 1,410 0 0 0 20 1,410

五城目町 2 15 8 1,617 0 0 0 8 1,617

八郎潟町 0 0 0 0 0 0 0 0 0

井川町 8 50 57 4,383 0 0 0 57 4,383

大潟村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

由利本荘市 185 5,238 4,994 495,838 0 0 0 4,994 495,838

にかほ市 27 573 694 135,661 0 0 0 694 135,661

大仙市 2 16 9 1,446 0 0 0 9 1,446

仙北市 16 136 100 9,698 0 0 0 100 9,698

美郷町 3 49 18 3,312 0 0 0 18 3,312

横手市 77 1,362 710 67,378 0 0 0 710 67,378

湯沢市 95 3,204 2,052 195,034 1 5 1,000 2,057 196,034

羽後町 57 844 691 50,874 1 1 116 693 50,990

東成瀬村 16 564 312 33,826 1 35 654 348 34,480

597 13,478 10,548 1,120,317 6 52 2,835 10,600 1,123,152

交付金額協定数 参加人数 協定面積 交付金額 協定数 協定面積 協定面積交付金額

市区町村

Ｈ　23　年　度　実　施　状　況

集　落　協　定 個　別　協　定 全　　体


